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有料で借り受けた者が保育所等として使用する土地に 

対する固定資産税及び都市計画税の減免取扱要領 

 

（減免の趣旨） 

第１ 三鷹市は、待機児童の解消に向け、民有地を活用した保育所等の整備促進を税制面か

ら支援するため、この取扱要領を定める。 

 

（定義） 

第２ この取扱要領において、保育所等とは、次に掲げるものをいう。 

 (1) 地方公共団体又は児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 35 条第４項の規定によ

る認可を得た者が設置する保育所（同法第 39条第１項に規定する保育所をいう。）（（2）

に該当するものを除く。） 

 (2) 認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成 18 年法律第 77号）第２条第６項に規定する認定こども園をいう。）(東京都

認定こども園の認定要件に関する条例（平成 18 年東京都条例第 174 号）第３条第１号

に規定する幼稚園型認定こども園に該当するものを除く。) 

 (3) 認証保育所（東京都認証保育所事業実施要綱（平成 13 年５月７日 12 福子推第 1157

号）２(1)に定める認証保育所をいう。(2)に該当するものを除く。） 

 (4) 地方公共団体又は児童福祉法第 34 条の 15 第２項の規定による認可を得た者が小規

模保育事業（同法第６条の３第 10 項に規定する小規模保育事業をいう。）を行う施設 

 (5) 地方公共団体又は児童福祉法第 34 条の 15 第２項の規定による認可を得た者が事業

所内保育事業（同法第６条の３第 12項に規定する事業所内保育事業をいう。）を行う施

設であって、利用定員が６人以上であるもの 

 

（減免の対象となる土地） 

第３ 減免は、次の土地に係る固定資産税及び都市計画税について行う。 

 (1) 次のアからウまでの要件のいずれにも該当する土地（ただし、第４(1)又は(2)に該当

するものを除く。） 

  ア 平成 28 年 11 月１日から令和３年３月 31日までの間に、土地の所有者と保育所等

の設置者との間で当該土地の賃貸借契約が締結され、かつ、当該賃貸借契約が締結さ

れた日以後に当該土地（当該土地を含む複数の土地が一体的に利用されていると認

められる場合は、当該複数の土地の全部又は一部）の上に当該保育所等が新たに開設

されたこと。 

  イ 適用対象年度（第６に定める減免の期間に該当する各年度をいう。以下同じ。）に

係る賦課期日において、土地の所有者が保育所等の設置者に有料で直接貸し付けて

いる土地であること。 
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  ウ 適用対象年度に係る賦課期日において、イの保育所等の設置者が保育所等の用に

供している土地であること。 

 (2) 次のアからウまでの要件のいずれにも該当する家屋の敷地の用に供されている土地

（当該土地と一体的に利用されていると認められる土地を含む。ただし、第４(1)又は

(2)に該当するものを除く。） 

  ア 平成 28 年 11 月１日から令和３年３月 31日までの間に、家屋の所有者と保育所等

の設置者との間で当該家屋の賃貸借契約が締結され、かつ、当該賃貸借契約が締結さ

れた日以後に当該家屋において当該保育所等が新たに開設されたこと。 

  イ 適用対象年度に係る賦課期日において、次のいずれかに該当する家屋であること。 

  （ア）家屋の所有者が当該家屋の敷地の用に供されている土地の所有者と同一の者であ

って、当該所有者が保育所等の設置者に当該家屋を有料で直接貸し付けているこ

と。 

  （イ）家屋の所有者が当該家屋の敷地の用に供されている土地の所有者と異なる者であ

って、当該土地の所有者が当該家屋の所有者に当該土地を直接貸し付け、かつ、当

該家屋の所有者が保育所等の設置者に当該家屋を有料で貸し付けていること。 

  ウ 適用対象年度に係る賦課期日において、イ（ア）又は（イ）の保育所等の設置者が

保育所等の用に供している家屋であること。 

 

（減免の対象としない土地） 

第４ 次の(1)又は(2)のいずれかに該当する土地については、この取扱要領に基づく減免

の対象としない。 

 (1) 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 348条第２項第１号、第 10 号の２、第 10号

の３、第 10 号の４若しくは第 10 号の 10 の規定又は三鷹市固定資産税及び都市計画税

減免取扱要領（昭和 53 年 11月７日付け 53 三理課発第 116 号決裁）に基づく減免が適

用される土地 

 (2) 平成 28 年 10月 31 日以前に、第３(1)アの土地の所有者又は第３(2)アの家屋の所有

者と保育所等の設置者（第３(1)ア又は(2)アの設置者をいう。）との間で当該土地又は

当該家屋の貸借に係る契約（保育所等以外の用に供する目的で締結されたものと認め

られる契約を除く。）が締結されていたことが明らかである場合における当該土地又は

当該家屋の敷地の用に供されている土地（当該土地と一体的に利用されていると認め

られる土地を含む。） 

 

（減免割合） 

第５ 減免割合は、第３の土地に係る固定資産税及び都市計画税の額（保育所等の用に供さ

れている部分に係る税額に限る。）の 10 割とする。 
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（減免対象期間） 

第６ 減免は、第３(1)ア又は(2)アの保育所等が新たに開設された日の属する年の翌年の

１月１日（当該開設された日が１月１日である場合には、同日）を賦課期日とする年度か

ら５年度分に限り行う。ただし、その期間内に第３(1)又は(2)に掲げる対象に該当しない

こととなった場合には、別に定める場合を除き、当該該当しないこととなった日の属する

年の１月１日（当該該当しないこととなった日が１月１日である場合には、当該日の属す

る年の前年の１月１日）を賦課期日とする年度分まで行うものとする。 

 

（減免申請） 

第７ 減免の申請は、次に定めるところによる。 

 (1) 減免を受けようとする者は、条例第 52条第３項の規定に基づき、市長に申請書を提

出するものとする。 

 (2) (1)の申請書は、減免の適用を受けようとする年度分の固定資産税及び都市計画税の

第１期分の納期限までに、市長が認める書類を添付して提出するものとする。 

 

（減免の事務処理） 

第８ 減免の事務処理については、この取扱要領の定めるところによるほか、別に定めると

ころによる。 

 

 附 則 

 この取扱要領は決裁の日から施行し、平成 30 年４月１日から適用する。 

附 則 

 この取扱要領は、令和元年 12 月 10日から施行する。 


